様式第3号(第2条関係)

退職報告書

	共済組合員証番号
	職名
	氏名
	退職年月日
	退職の事由等
	退職後引き続き他の公務員等又は特定法人の役職員となった場合には、その官公署等名

	第　　　　　号
	　
	　
	　　　　年　　月　　日
	□勤続期間が6月未満　□特定法人派遣

□引き続き他の公務員等（通算規定のある団体）□組合市町間の異動
	　

	
	　(現住所)

　　　　　〒　　　―　　　　

	第　　　　　号
	　
	　
	　　　　年　　月　　日
	□勤続期間が6月未満　□特定法人派遣

□引き続き他の公務員等（通算規定のある団体）□組合市町間の異動
	　

	
	　(現住所)

　　　　　〒　　　―　　　　

	第　　　　　号
	　
	　
	　　　　年　　月　　日
	□勤続期間が6月未満　□特定法人派遣

□引き続き他の公務員等（通算規定のある団体）□組合市町間の異動
	　

	
	　(現住所)

　　　　　〒　　　―　　　　

	　上記のとおり報告します。

　　　　　　年　　月　　日

　　　　　　(組合市町長)

印　　　　

　広島県市町総合事務組合管理者　様


〔注意事項〕

　　1　この報告書は、退職した職員に退職手当が支給されない場合に提出してください。

　　2　退職の事由は、該当する□にレ印を記入してください。

　　　(1)　勤続期間が6月未満であっても、死傷病による退職又は地方公務員法第28条第1項第4号の規定による免職の場合は、退職手当が支給されます。

　　　(2)　「引き続き他の公務員等」は、退職後、引き続いて勤続期間の通算規定のある国、地方公共団体又は公庫等に就職した場合が該当します。

　　　(3)　「組合市町間の異動」は、退職後、引き続いて組合市町に就職した場合が該当します。

　　　(4)　上記(2)及び(3)に該当する場合は、各組合市町で証明した履歴書を添付してください。

